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第 １ ０ － ０ ６ ２ 号 

２ ０ １ ０年 ４月 ３０日 

平成２２年３月期決算について 
 

ＡＮＡグループでは、本日４月３０日（金）、平成２２年３月期決算をとりまとめました。詳細は別添の

「決算短信」をご参照ください。 
 
１．平成２２年３月期の連結業績 
（１）連結経営成績（連結子会社７２社、持分法適用非連結子会社５社、持分法適用関連会社１９社） 
①概況 
・ 米国金融危機に端を発した世界的な景気低迷という環境下において、上半期には新型イ

ンフルエンザによる需要減退もあり、当社を取り巻く経営環境はこれまでに経験したことの

ない大変厳しいものとなりました。 
・ 各種需要喚起策を国内線、国際線ともに実施し、プレジャー需要の創出には奏功しました

が、ビジネス需要と単価の回復は遅れ、売上高は前期を大きく下回りました。 
・ 一方、費用については、期初に策定したコスト削減策に加え、「０９年度緊急収支改善策」

を掲げ、１，０００億円規模のコスト削減を計画通りに遂行しましたが、売上高の減少分を

補うには至りませんでした。 
・ 以上のことから、営業損益、経常損益、最終損益は赤字となりました。 

単位：億円（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て）           

【連結経営成績】 平成２２年３月期 平成２１年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

営 業 収 入 １２，２８３ １３，９２５ ▲１，６４２ ８８．２ 
営 業 費 用 １２，８２６ １３，８４９ ▲１，０２３ ９２．６ 
営 業 損 益 ▲ ５４２ ７５ ▲  ６１８  ――― 
営 業 外 損 益 ▲ ３２０ ▲ ７４  ▲  ２４５  ―――  
経 常 損 益 ▲ ８６３ ０ ▲  ８６３ ――― 
特 別 損 益 ▲  ９２  ▲ ４５ ▲   ４７ ――― 

当期純利益または純損失 ▲ ５７３ ▲ ４２ ▲  ５３１ ――― 

単位：億円（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て） 

平成２２年３月期 平成２１年３月期 増減 
【セグメント情報】 

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

航 空 運 送 事 業 １０，８７８ ▲５７５ １２，２９５ ４７ ▲１，４１６ ▲６２３ 
旅 行 事 業 １，６６９ ▲  ０ １，８８７ ▲ ６ ▲  ２１８ ６ 
そ の 他 の 事 業 １，３７７ ３０ １，４８２ ３３ ▲  １０４ ▲  ２ 

ＡＮＡ広報室 03-6735-1111 成田 0476-34-7042 羽田 03-5757-5548 伊丹 06-6856-0270 関西 072-456-7342 
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②国内線旅客事業  
・ お求めやすい新運賃「スーパー旅割」、「シニア空割」の新規設定、「特定便乗継割引」や

「乗継旅割」の拡大等による競争力強化に努めるとともに、「ＡＮＡ夏の大作戦」や「ＡＮＡモ

ヒカンジェット」の就航等による需要喚起策を展開しました。 
・ また、ＡＮＡらしい付加価値ある高品質なサービスを有料にて提供する新サービス「ＡＮＡ 

Ｍｙ Ｃｈｏｉｃｅ」を導入しました。 
・ しかしながら、日本国内で流行した新型インフルエンザの影響による、企業の出張制限や

旅行キャンセル、そして景気回復に時間を要したため、通期において航空需要は低調で推

移し、売上高は前期を下回りました。 

単位：億円（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て） 

【国内線旅客事業】 平成２２年３月期 平成２１年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ６，３０９ ６，９９３ ▲  ６８４ ９０．２ 
旅客数（千人） ３９，８９４ ４２，７５３ ▲２，８５８ ９３．３ 
座席キロ（百万座席キロ） ５７，１０４ ５９，２２２ ▲２，１１７ ９６．４ 
旅客キロ（百万人キロ） ３５，３９７ ３７，５９６ ▲２，１９８ ９４．２ 
利用率（％） ６２．０ ６３．５ ▲  １．５ ――― 

 

 

③国際線旅客事業  
・ 景気低迷と新型インフルエンザの影響はあったものの、価格競争力の高い「スーパーエコ

割」、「スーパービジ割」の継続設定、夏場や年末年始の羽田－グアムチャーター便や成

田－ホノルル臨時便の設定、中国人旅行者に向けた訪日キャンペーンの展開など需要喚

起策に努め、プレジャー需要は堅調に推移しました。 
・ また、路線毎の需要動向に応じた機材配置による需給適合の推進、ビジネスクラスの軽食

や飲み物をエコノミークラスで販売する新たな有料サービス「ＡＮＡ Ｍｙ Ｃｈｏｉｃｅ」の開始

によるサービス向上に努めました。 
・ 以上により、当期の旅客数は前期を上回りましたが、単価の下落が影響し、売上高は前期

を下回りました。 

単位：億円（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て） 

【国際線旅客事業】 平成２２年３月期 平成２１年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ２，１４１ ２，９１０ ▲  ７６９ ７３．６ 
旅客数（千人） ４，６６６ ４，４３２ ２３４ １０５．３ 
座席キロ（百万座席キロ） ２６，７２３ ２７，９０５ ▲１，１８１ ９５．８ 
旅客キロ（百万人キロ） ２０，２２０ １９，３６０ ８６０ １０４．４ 
利用率（％） ７５．７ ６９．４ ６．３ ――― 
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④貨物事業 
・ 国内線貨物は、景気低迷に伴う機材の小型化により生産量が減少する中、一般混載貨物

需要は通期において低調でしたが、「ゆうパック」を含む宅配貨物需要は堅調に推移しまし

た。下半期から開始した沖縄ハブネットワーク事業により、国際線への接続貨物が増加し

ましたが、一般混載貨物需要の低迷が影響し、売上高は前期を下回りました。 
・ 国際線貨物は、上半期を中心に景気低迷による航空貨物需要が伸び悩みましたが、中国

をはじめとする各国の景気刺激策等により、液晶関連部材や電子部品、自動車関連部材

の輸送需要が回復し、沖縄ハブネットワーク事業ではアジア域内の貨物需要を取り込み、

輸送重量は前期を上回りました。しかし、通期において単価の下落が影響し、売上高は前

期を下回りました。 

単位：億円（前年同期比を除き、単位未満は切り捨て） 

【貨物事業】 平成２２年３月期 平成２１年３月期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ３１８ ３３０ ▲ １２ ９６．２ 
輸送重量（千ﾄﾝ） ４５８ ４７５ ▲ １６ ９６．６ 国内線 
輸送量（百万ﾄﾝｷﾛ） ４５３ ４６３ ▲ １０ ９７．８ 
売上高（億円） ５５７ ６９０ ▲１３３ ８０．７ 
輸送重量（千ﾄﾝ） ４２２ ３５４ ６８ １１９．３ 国際線 
輸送量（百万ﾄﾝｷﾛ） １，７１７ １，６５２ ６４ １０３．９ 

 
 
（２）連結財政状態 
・ 資産については、航空機を中心とした投資を進めた結果、前期末に比べ９８０億円増加し

ました。 
・ 有利子負債については、短期借入金、社債は減少しましたが、新規借入金などにより前期

末に比べ４４４億円増加しました。 
・ 自己資本については、新株式発行により資本金および資本剰余金が増加したこと、繰延

ヘッジ損益が改善していることから、前期末に比べ１，５１６億円増加の４，７３５億円、自己

資本比率は２５．５％となりました。 

（単位未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成２２年３月期 平成２１年３月期 増減 

総資産（億円） １８，５９０ １７，６１０ ９８０ 
自己資本（億円） （注１） ４，７３５ ３，２１８ １，５１６ 
自己資本比率（％） ２５．５ １８．３ ７．２ 
有利子負債残高（億円） （注２） ９，４１６ ８，９７２ ４４４ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） ２．０ ２．８ ▲０．８ 
注１：自己資本は純資産合計から少数株主持分を控除しています。 

注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 

注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 



 

4  

（３）連結キャッシュ・フローなどの状況 
・ 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金など調整前当期純損失に、減価償却費や税金

などの調整の結果、８２９億円の収入となりました。 
・ 投資活動によるキャッシュ・フローは、航空機関連の投資を行った結果、２，５１８億円の支

出となりました。この結果、フリーキャッシュフローは１，６８９億円の支出となりました。 
・ 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済を進める一方、新株式の発行や新規

の借入などにより、１，７３７億円の収入となりました。 

単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成２２年３月期 平成２１年３月期 

営業活動によるキャッシュ・フロー ８２９ ▲  ３９７ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲２，５１８ ▲１，１１１ 

財務活動によるキャッシュ・フロー １，７３７ １，１４５ 

現金および現金同等物期末残高 １，４８１ １，４３４ 

減価償却費 １，１３８ １，１２８ 

設備投資額 ２，０９９ １，４５７ 

注１：満期 3 カ月超の定期預金、譲渡性預金等を含めた手元資金残高は１，９３８億円となります。 
 
 
２．平成２３年３月期の見通し 
・ 世界同時不況による需要減退は、２００９年度を底として回復傾向にあり、２０１０年度以降

も引き続き回復が継続すると予測されていますが、物価動向においてはデフレ状況が継

続するとの見通しもあり、当社を取り巻く経営環境は、引き続き楽観視できないと認識して

おります。 
・ 不透明な環境を乗り越えるため、「ＡＮＡグループ２０１０－１１年度経営戦略」を着実に遂

行し、首都圏空港の容量拡大というビジネスチャンスを将来の安定的かつ持続的な成長

につなげてまいります。 
・ 需給適合を前提とした最適なネットワークの構築、グローバルマーケティングの強化、コス

ト構造改革の実行により、当期純利益での黒字確保を見込みます。 
・ なお、配当につきましては、「ＡＮＡグループ２０１０－１１年度経営戦略」を遂行し、最終黒

字化を達成した上で、１株につき１円を予定しております。 

単位：億円（単位未満は切り捨て） 

【平成２３年３月期見通し（連結業績）】 予  想 増  減 

営 業 収 入   （億円） １３，６００ １，３１６ 

営 業 利 益   （億円） ４２０ ９６２ 

経 常 利 益   （億円） １３０ ９９３ 

当期純利益   （億円） ５０ ６２３ 

以 上      


